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平成１５年３月期  個別財務諸表の概要     平成１５年５月２８日 

 

上 場 会 社 名 中越パルプ工業株式会社 上 場 取 引 所 東証･大証 

コ ー ド 番 号 

（ URL  

３８７７ 

http://www.chuetsu-pulp.co.jp ） 

本 社 所 在 都 道 府 県  東京都 

代 表 者 名 役職名 代表取締役社長 氏 名  菅野 二郎 

問 合 せ 先 責任者役職名   取締役企画管理本部長  

 氏      名   五 十 田 光 ＴＥＬ   （０３）３５４４－１５２２ 

決算取締役会開催日 平成１５年５月２８日 中間配当制度の有無    有 

定時株主総会開催日 平成１５年６月２７日 単元株制度採用の有無  有(1 単元 1,000 株) 
 

１．１５年３月期の業績（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 
(1)経営成績         （注）記載金額については百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％ 

１５ 年 ３ 月 期 ９３，２８５   （   △ １．４ ） ３，８６０   （ △１８．８ ） ３，０９９   （ △１８．２ ） 

１４年３月期 ９４，５８２   （   △ ３．７ ） ４，７５２   （ △３５．８ ） ３，７９０   （ △３６．７ ） 

 

 当期純利益 
１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後  

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 

株 主 資 本 

当 期 純 利 益 率  

総 資 本 

経 常 利 益 率 

売 上 高 

経 常 利 益 率 

 百万円   ％  円  銭  円  銭 ％ ％ ％ 

１５年３月期 １，３０３（     - ） １０ ６６ -   - ２．７ ２．１ ３．３ 

１４年３月期 ７９（ △８３．３） ０ ６８ -   - ０．２ ２．５ ４．０ 

(注)①期中平均株式数 １５年３月期 116,637,467 株  １４年３月期 116,653,567 株 
(注)②会計処理の方法の変更  無 
(注)③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

(年 間) 
配当性向 

株主資本 

配当率 

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 
１５年３月期 ６  ００ ３  ００ ３  ００ ６９９ ５６．３ １．４ 

１４年３月期 ６  ００ ３  ００ ３  ００ ６９９ ８８５．４ １．４ 

 

(3)財政状態 

 総   資   産 株  主  資  本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円     銭 

１５年３月期 １４５，６７０ ４８，９６５ ３３．６ ４１９   ３６ 

１４年３月期 １５０，２６６ ４８，８５４ ３２．５ ４１８   ８１ 

(注) ①期末発行済株式数 １５年３月期 116,618,772 株 １４年３月期 116,651,468 株 
   ②期末自己株式数 １５年３月期    36,111 株 １４年３月期     3,415 株 

 

２．１６年３月期の業績予想(平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日) 

１株当たり年間配当金 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中間期 ４７，０００ １，８００ ９００ ３ ００ ――― ――― 

通 期 ９４，５００ ４，０００ ２，０００ ――― ３ ００ ６ ００ 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  １７円 １５銭 

 

(注)上記の予想数値は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいたものであります。実際の業績は、今後様々な要因に

よって異なる場合があります。 
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 １．個別財務諸表等  
（１）貸借対照表 

(単位：百万円) 

当    期 

(H１５.３.３１現在) 

前    期 

(H１４.３.３１現在) 
差   異 

期別 

 

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額 

（資産の部）  ％  ％   

Ⅰ．流 動 資 産 ４１，８３６ ２８．７ ４３，６７２ ２９．１ △ １，８３５ 

現 金 及 び 預 金 １，１２１  ９１０   ２１０ 

受 取 手 形 １１，９１１  １４，００３  △ ２，０９１ 

売 掛 金 １６，６０５  １４，８３５   １，７７０ 

有 価 証 券 ２７  ５４  △ ２７ 

製 品 ６，７６０  ７，５６４  △ ８０４ 

原 材 料 ２，５５７  ３，０７１  △ ５１３ 

仕 掛 品 ６５６  ８１５  △ １５８ 

貯 蔵 品 ７２６  ７１７   ９ 

立 木 １１０  １１０   － 

前 渡 金 ３７３  ６７９  △ ３０６ 

前 払 費 用 １４３  １４１   ２ 

繰 延 税 金 資 産 ２７６  ２６４   １１ 

短 期 貸 付 金 １９１  １７８   １３ 

未 収 入 金 ４０７  ３０６   １００ 

そ の 他 の 流 動 資 産 ４４  ２６   １８ 

貸 倒 引 当 金 △７５  △５  △ ６９ 

Ⅱ．固 定 資 産 １０３，８３３ ７１．３ １０６，５９３ ７０．９ △ ２，７５９ 

１．有形固定資産 ９２，４８１ ６３．５ ９５，２０１ ６３．３ △ ２，７１９ 

建 物 １６，５７２  １６，８８４  △ ３１１ 

構 築 物 ４，９５８  ５，１３７  △ １７９ 

機 械 及 び 装 置 ６３，６２６  ６４，８１６  △ １，１８９ 

車 輌 及 び 運 搬 具 ７  ９  △ ２ 

工 具 ･ 器 具 ･ 備 品 ２４１  ２７８  △ ３６ 

土 地 ６，４１１  ６，３３５   ７５ 

建 設 仮 勘 定 ４２６  １，５００  △ １，０７４ 

造 林 ２３８  ２３８  △ ０ 

２．無形固定資産 ２１８ ０．２ ２８８ ０．２ △ ６９ 

電 気 供 給 施 設 利 用 権 １２０  １５５  △ ３５ 

その他の無形固定資産 ９８  １３２  △ ３４ 

３．投資その他の資産 １１，１３３ ７．６ １１，１０４ ７．４  ２９ 

投 資 有 価 証 券 ５，４２２  ５，３９７   ２５ 

関 係 会 社 株 式 ５９２  ５９２   － 

長 期 貸 付 金 ８９５  ９１７  △ ２１ 

長 期 前 払 費 用 １０２  ２３   ７９ 

繰 延 税 金 資 産 ２，６４８  ２，６５１  △ ２ 

そ の 他 の 投 資 １，８０５  １，６０８   １９６ 

貸 倒 引 当 金 △３３４  △８６  △ ２４７ 

資  産  合  計 １４５，６７０ １００．０ １５０，２６６ １００．０ △ ４，５９５ 
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(単位：百万円) 

当    期 

(H１５.３.３１現在) 

前    期 

(H１４.３.３１現在) 
差   異 

期別 

 

科目 金額 構成比 金額 構成比 金額 

（負債の部）  ％  ％   

Ⅰ．流 動 負 債 ６９，９８０ ４８．１ ６９，８１７ ４６．５  １６２ 

支 払 手 形 ３，８５３  ３，７０６   １４７ 

買 掛 金 １０，３４６  ９，７２１   ６２５ 

短 期 借 入 金 ３９，２３０  ３５，６３０   ３，６００ 

長期借入金(1年 以 内 返 済)  ９，４４８  ９，４１９   ２９ 

転 換 社 債 ( 1 年 以 内 償 還 ) －  １，８５７  △ １，８５７ 

未 払 金 ５９７  ２，２０９  △ １，６１２ 

未 払 法 人 税 等 ５４５  ８６５  △ ３１９ 

未 払 消 費 税 等 ３０３  １４７   １５５ 

未 払 費 用 ４，２３５  ４，６１２  △ ３７６ 

賞 与 引 当 金 ６０９  ６２８  △ １９ 

設 備 関 係 支 払 手 形 ７２７  ９７７  △ ２４９ 

そ の 他 の 流 動 負 債 ８０  ４２   ３８ 

Ⅱ．固 定 負 債 ２６，７２５ １８．３ ３１，５９３ ２１．０ △ ４，８６８ 

長 期 借 入 金 １９，７８７  ２３，９８５  △ ４，１９８ 

退 職 給 付 引 当 金 ６，５２５  ６，９７７  △ ４５２ 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ４１３  ６３１  △ ２１８ 

負  債  合  計 ９６，７０５ ６６．４ １０１，４１１ ６７．５ △ ４，７０５ 

 －      

（資本の部） －      

Ⅰ．資本金 －  １７，２５９ １１．５ △ １７，２５９ 

Ⅱ．資本準備金 －  １４，３７０ ９．６ △ １４，３７０ 

Ⅲ．利益準備金 －  １，２５４ ０．８ △ １，２５４ 

Ⅳ．その他の剰余金 －  １５，６９１ １０．４ △ １５，６９１ 

特 別 償 却 準 備 金 －  ４５９  △ ４５９ 

海外投資等損失準備金 －  ４４  △ ４４ 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 －  ６４  △ ６４ 

別 途 積 立 金 －  １３，３００  △ １３，３００ 

当 期 未 処 分 利 益 －  １，８２２  △ １，８２２ 

Ⅴ．その他有価証券評価差額金 －  ２７９ ０．２ △ ２７９ 

Ⅵ．自己株式 －  △０ △０．０  ０ 

資  本  合  計 －  ４８，８５４ ３２．５ △ ４８，８５４ 

       

Ⅰ．資本金 １７，２５９ １１．８ －   １７，２５９ 

Ⅱ．資本剰余金 １４，３７０ ９．９ －   １４，３７０ 

資 本 準 備 金 １４，３７０  －   １４，３７０ 

Ⅲ．利益剰余金 １７，４８９ １２．０ －   １７，４８９ 

利 益 準 備 金 １，２５４  －   １，２５４ 

特 別 償 却 準 備 金 ４６４  －   ４６４ 

海外投資等損失準備金 ４６  －   ４６ 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ６５  －   ６５ 

別 途 積 立 金 １３，３００  －   １３，３００ 

当 期 未 処 分 利 益 ２，３５８  －   ２，３５８ 

Ⅳ．その他有価証券評価差額金 △１４７ △０．１ －  △ １４７ 

Ⅴ．自己株式 △７ △０．０ －  △ ７ 

資  本  合  計 ４８，９６５ ３３．６ －   ４８，９６５ 

負債及び資本合計 １４５，６７０ １００．０ １５０，２６６ １００．０ △ ４，５９５ 
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（２）損益計算書 

 (単位：百万円) 

当    期 

(Ｈ14.4.1～15.3.31) 

前    期 

(Ｈ13.4.1～14.3.31) 
差   異 

期別 

 

科目 金額 百分比 金額 百分比 金額 

  ％  ％   

Ⅰ．売上高 ９３，２８５ １００．０ ９４，５８２ １００．０ △ １，２９７ 

       

Ⅱ．売上原価 ７０，８１５ ７５．９ ６９，７６４ ７３．８  １，０５０ 

       

売 上 総 利 益 ２２，４７０ ２４．１ ２４，８１８ ２６．２ △ ２，３４７ 

       

Ⅲ．販売費及び一般管理費 １８，６１０ ２０．０ ２０，０６５ ２１．２ △ １，４５５ 

       

営 業 利 益 ３，８６０ ４．１ ４，７５２ ５．０ △ ８９１ 

       

Ⅳ．営業外収益 ３１０ ０．３ ３４８ ０．４ △ ３８ 

受 取 利 息 ２６  ２５   ０ 

受 取 配 当 金 １３１  １２３   ８ 

雑 収 入 １５２  １９９  △ ４７ 

       

Ⅴ．営業外費用 １，０７１ １．１ １，３１０ １．４ △ ２３８ 

支 払 利 息 ９８１  １，１５０  △ １６８ 

雑 損 失 ８９  １５９  △ ６９ 

       

経 常 利 益 ３，０９９ ３．３ ３，７９０ ４．０ △ ６９１ 

       

Ⅵ．特別損失 ６１９ ０．６ ３，５１０ ３．７ △ ２，８９１ 

退職給付会計基準変更時差異費用処理額 －  ２，８５８  △ ２，８５８ 

固 定 資 産 除 却 損 ３２０  ３２８  △ ８ 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ４９  ３１４  △ ２６５ 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ２４５  ３   ２４１ 

そ の 他 ３  ５  △ １ 

       

税 引 前 当 期 純 利 益 ２，４８０ ２．７ ２８０ ０．３  ２，２００ 

法人税､住民税及び事 業税 ８９２ １．０ １，４０８ １．５ △ ５１５ 

法 人 税 等 調 整 額 (減算) ２８３ ０．３ (加算)△１，２０７ △１．３  １，４９１ 

当 期 純 利 益 １，３０３ １．４ ７９ ０．１  １，２２４ 

前 期 繰 越 利 益 １，４０４  ２，０９３  △ ６８８ 

中 間 配 当 額 ３４９  ３４９  △ ０ 

当 期 未 処 分 利 益 ２，３５８  １，８２２   ５３５ 
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（３）利益処分計算書( 案)  

（単位：百万円） 

当期（１５年３月期） 前期（１４年３月期） 

 

当 期 未 処 分 利 益 

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 高 

固 定資産圧縮積立金取崩高 

 

合計 

 

 

※ 

※ 

 

 

 

２，３５８ 

８３ 

０ 

 

２，４４２ 

 

当 期 未 処 分 利 益 

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 高 

固定資産圧縮積立金取崩高 

 

合計 

 

 

※ 

※ 

 

 

 

１，８２２ 

７２ 

０ 

 

１，８９５ 

これを次のとおり処分します。 これを次のとおり処分します。 

利 益 配 当 金 

( 1 株 に つ き ３ 円 ) 

役 員 賞 与 金 

特 別 償 却 準 備 金 

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 

計 

 

次 期 繰 越 利 益 

 

 

 

※ 

※ 

※ 

 

 

 

３４９ 

 

６０ 

２４７ 

０ 

１ 

６５９ 

 

１，７８３ 

利 益 配 当 金 

( 1 株 に つ き ３ 円 ) 

役 員 賞 与 金 

特 別 償 却 準 備 金 

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 

計 

 

次 期 繰 越 利 益 

 

 

 

※ 

※ 

※ 

 

 

 

３４９ 

 

６０ 

７７ 

２ 

１ 

４９１ 

 

１，４０４ 

（注）１．※印は、いずれも租税特別措置法に基づく準備金及び積立金の取崩高及び積立額であります。 

２．平成１４年１２月１０日に３４９百万円（１株につき３円）の中間配当を実施しております｡ 

３．当期の役員賞与金には監査役賞与金３百万円が含まれております｡ 

 
 
 
（４）重要な会計方針 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

時価のあるもの………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの………移動平均法による原価法 

（２）たな卸資産………移動平均による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

本社…………定率法(但し、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物(附属設備を除く)については定額法によっ

ております。) 

川内工場・能町工場・二塚工場……定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 22～50 年     機械及び装置 4～15 年 

 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づ

いております。 

 

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 
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４．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

売掛金・貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により､貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております｡ 

（２）賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。 

（４）役員退職慰労引当金 

役員の退職に際して支給する退職慰労金に充てるため、内規に基づき算定した期末要支給額を計上しておりま

す。 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

６．ヘッジ会計の方法 

（１）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、金利スワップ取引について、「金利スワップの特例処理」(金融商品に係る会計基準注解(注 14))を

適用しております。 

（２）へッジ手段とヘッジ対象 

ａ.ヘッジ手段 ……… 為替予約 

ヘッジ対象 ……… 原材料輸入による外貨建予定取引 

b.ヘッジ手段 ……… 金利スワップ 

ヘッジ対象 ……… 借入金 

（３）へッジ方針 

為替予約は、原材料の輸入による為替変動リスクをヘッジために使用しており、金利スワップは借入金に

係る将来の金利変動リスクをヘッジするために使用しております。 

なお、実需の範囲内で為替予約を、また、実際の借入元本の範囲内で金利スワップ取引を利用すること

としており、投機的な取引は行わない方針であります。 

（４）へッジ有効性評価の方法 

為替予約について、ヘッジ手段とヘッジ対象の予定取引に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ

開始時及びその後も継続して、為替変動を完全に相殺するものと想定することができるため、事後的な有

効性の評価は実施しておりません。 

金利スワップについて、「金利スワップの特例処理」の適用要件を充足しておりますので、有効性の判定

を省略しております。 

７．消費税等の会計処理の方法 

消費税及び地方消費税の会計処理の方法については税抜処理を採用しております。 

８．自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 

「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）が平成１４年４月１日以後に適用さ

れることになったことに伴い、当期から同会計基準によっております。これによる当期の損益に与える影響は軽微であり

ます。なお、財務諸表等規則の改正に伴い、当期から貸借対照表の資本の部については、表示方法を変更しておりま

す。 

９．１株当たり情報 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成１４年４月１日以後開始する事業年度に係る財務諸表から適用さ

れることになったことに伴い、当期から同会計基準及び適用指針によっております。 
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（貸借対照表の注記） 

 当期 前期 

１．有形固定資産の減価償却累計額 １５３，９０４百万円 １４８，３４３百万円 

２．減価償却実施額 ７，４６６百万円 ７，０８１百万円 

３．保証債務 ６９２百万円 ７８１百万円 

４．期末日満期手形 ――― 期末日満期手形の会計処理について

は、満期日に決済が行われたものとして

処理しております。期末日満期手形の金

額は次のとおりであります。 

受取手形１，０９６百万円 

支払手形１，１２７百万円 

設 備関係支払手形２０９百万円 

 

 

（リース取引関係） 
（単位：百万円） 

当期（１５年３月期） 前期（１４年３月期） 

リース物件の所有権が、借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

取 得 価 額
相 当 額

減価 償却累計
額 相 当 額

期 末 残 高
相 当 額

機 械 及 び
装 置 5,894 5,728 165
工具･器具･
備 品 489 309 179

そ の 他 78 43 34

合  計 6,461 6,081 379  
(注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

 

リース物件の所有権が、借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

取 得 価 額
相 当 額

減価 償却累計
額 相 当 額

期 末 残 高
相 当 額

機 械 及 び
装 置 6,013 5,425 587
工具･器具･
備 品 546 294 251

そ の 他 79 32 47

合  計 6,639 5,752 886  
(注)同左 

 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

 

 

１ 年 内 

１ 年 超 

２５４ 

１２４ 

 

 

 

 

１ 年 内 

１ 年 超 

５２５ 

３６０ 

 

 

 合 計 ３７９   合 計 ８８６  

(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

(注)同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

(1)支払リース料 

(2)減価償却費相当額 

５２７ 

５２７ 

(1)支払リース料 

(2)減価償却費相当額 

５５０ 

５５０ 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

 

 

（有価証券） 
 

子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計）  
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

     

  （当期）  （前期） 

（流動資産）     

繰延税金資産     

賞与引当金損金算入限度超過額  ２０５百万円  １６３百万円 

貸倒引当金繰入限度超過額  ７８  １ 

未払事業税  ４６  ７４ 

その他  ２９  ２５ 

繰延税金資産合計  ３６１  ２６４ 

     

繰延税金負債     

特別償却準備金  △８１  － 

その他  △３  － 

繰延税金負債合計  △８５  － 

     

繰延税金資産の純額  ２７６  ２６４ 

     
（固定資産）     

繰延税金資産     

退職給付引当金損金算入限度超過額  ２，４８３  ２，６7４ 

投資有価証券評価損  ２４４  ２４６ 

役員退職慰労引当金  １６５  ２５８ 

その他有価証券評価差額  ９８  － 

ゴルフ会員権評価損  ５４  ５０ 

その他  １６  １６ 

繰延税金資産合計  ３，０６１  ３，２４６ 

     

繰延税金負債     

特別償却準備金  △３４０  △３２２ 

その他有価証券評価差額  －  △１９４ 

固定資産圧縮積立金  △４３  △４５ 

その他  △２８  △３２ 

繰延税金負債合計  △４１３  △５９５ 

     

繰延税金資産の純額  ２，６４８  ２，６５１ 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

     

  （当期）  （前期） 

法定実効税率  ４１．０％  ４１．０％ 

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目  ３．１  ２７．５ 

更正決定に基づく納税等  －  ５．１ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △０．５  △１６．３ 

住民税均等割等  ０．７  ６．１ 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  ２．６  － 

その他  ０．５  ８．４ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率  ４７．４  ７１．８ 

     

３．「地方税法等の一部を改正する法律(平成 15 年法律第 9 号)」が平成 15 年 3 月 31 日に公布されたことに伴

い、当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(但し、平成 16 年 4 月 1 日以降解消が見込まれるものに限

る。)に使用した法定実効税率は、前期の４１％から４０％に変更されました。その結果、繰延税金資産の金額（繰

延税金負債の金額を控除した金額）が６６百万円減少し、当期に計上された法人税等調整額が６３百万円、その

他有価証券評価差額金が２百万円、それぞれ増加しております。 
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 ２．製品別売上高明細書  

 

当期（１５年３月期） 前期（１４年３月期） 対前期比 

区分 
数量 

(㌧) 
単価 

(円/㎏) 
金額 

(百万円) 

数量 

(㌧) 
単価 

(円/㎏) 
金額 

(百万円) 

数量 

(㌧) 
単価 

(円/㎏) 
金額 

(百万円) 

一 般 洋 紙 665,973 105.90 70,523 637,311 112.03 71,399 28,662 △6.13 △875 

包 装 用 紙 98,690 84.49 8,338 97,855 88.58 8,668 834 △4.09 △329 

特 殊 紙 ･ 板 紙 

及び加工品等 
107,980 127.32 13,748 105,223 132.06 13,895 2,756 △4.74 △147 

紙 ・ 板 紙 計 872,644 106.13 92,610 840,390 111.81 93,963 32,254 △5.68 △1,352 

パ ル プ 12,390 54.47 674 10,851 57.07 619 1,539 △2.60 55 

合 計 885,035 105.40 93,285 851,242 111.11 94,582 33,793 △5.71 △1,297 
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 ３．役員の異動  

 
（平成１５年６月２７日予定） 

 

 

１． 代表者の異動 

該当事項はありません。 
 

２． その他役員の異動 

① 新任取締役候補者、退任予定取締役 

該当事項はありません 

 

② 役職、業務分担の変更 

 

専務取締役 営業本部長   金森 奉一  ( 現 専務取締役 企画管理本部担当、 

営業本部長） 

 

常務取締役 原材料部、総務人事部担当  徳本 章一郎 ( 現 常務取締役 原材料部担当、 

総務人事部長 ) 

 

常務取締役 技術部、千葉事業所担当、  五十田 光  ( 現 取締役 企画管理本部長 

企画管理本部長                            (兼) 企画管理部長 ） 

 

取締役     伊藤 眞純  ( 現 常務取締役 技術部、千葉事業所担当) 

          （6月 25 日付で三善製紙㈱社長に就任の予定） 

 

３． 監査役の異動 

 

① 新任監査役候補 

常勤監査役    永渕 宗雄    （ 現 川内工場次長 ） 

 

② 退任予定監査役 

現 常勤監査役    加藤 恭三    

 

以  上 

 

 
 


